
平成２７年度　政府予算案（大阪府商工労働部関連）の決定内容

平成27年2月23日
大阪府
※ ２月２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	Ｉ産業振興施策について

１．特区の取組みを核とした大阪の競争力強化
　（１） 国家戦略特区・国際戦略総合特区の取組みの充実強化
	◆予算項目以外の状況　＊関西イノベーション国際戦略総合特区関連
・事業認定件数：全国最多49プロジェクト・90件（第11回計画認定時点（Ｈ26.11.28））

・指定エリア：9地区55箇所（総合特区の指定（Ｈ23.12）以降、3回区域追加）

	

	　（２）水素関連産業の振興
	◆概算要求の状況　経済産業省・環境省
（１）経済産業省

・水素社会の実現に向けた取り組み強化

〔全〕 401億円
　　　　　　　　　　　　 　　　（Ｈ2６：〔全〕 165億円）

（２）環境省

・再エネ等を活用した水素社会推進事業

〔全〕　30億円
（Ｈ2６：〔全〕    0億円）
	〔全〕 119億円

〔全〕 26.5億円


	

	　（３）創薬支援等に係る機能強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○医療分野の研究開発促進関連予算 　　〔全〕1,259億円
　（Ｈ26：〔全〕1,022億円）
	〔全〕 994億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・H27.1  日本医療研究開発機構創薬支援戦略部の西日本統括部の大阪設置が決定。創薬支援業務を担う創薬支援戦略部の部長が常駐し、東日本統括部（東京)を含めた業務全体を統括。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	２．中小企業に対する資金支援の充実・強化
（１）中小企業等への円滑な資金供給の
確保
（２）信用保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実・強化

（３）新設備貸与制度の円滑な実施

	◆概算要求の状況　経済産業省
○中小企業・小規模事業者への資金繰り支援

    〔全〕　 236.8億円
　　　　　　　　　 　（Ｈ26：〔全〕 1,616.8億円）



	〔全〕242.9億円

	

	
	◆予算項目以外の状況　金融庁
○金融検査マニュアル・監督指針において、円滑化法終了後も「金融機関は、他の金融機関と連携を図りながら、中小企業者への円滑な資金供給や貸付条件の変更等に努める」ことを明記し、検査・監督を徹底（H25より継続）。
◆予算項目以外の状況　経済産業省
○中小企業庁より、設備貸与制度の新制度概要が示され（H26.11)、国、府（貸与機関）の負担割合が見直されるとともに、事業原資のみ（貸倒基金なし）の負担での事業実施が可能となった。

	

	
	
	

	３．中小企業等の経営安定化等の対策強化
（１）下請中小企業対策の強化
	◆概算要求の状況　経済産業省・公正取引委員会
○下請取引の適正化の推進

（１）経済産業省（中小企業庁）　　　　　 〔全〕5.7億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ26：〔全〕5.7億円）

　・全国48箇所に設置した「下請かけこみ寺」において、中小企業からの取引に関する相談対応（無料弁護士相談を含む）や裁判外紛争解決手続（ADR）を行うとともに、下請ガイドラインの普及啓発等を実施。
（２）公正取引委員会　　　　　　　　　〔全〕115.3億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26：〔全〕113.2億円）

　・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用

　・中小企業に対する不利益行為の取締り強化　等


	　　　　　 〔全〕5.5億円

　　　　〔 全〕107.3億円


	

	（２）商業活性化施策の充実・強化
	◆概算要求の状況　経済産業省

○地域商業自立促進事業　　　　　　　　 〔全〕  25億円

（Ｈ26：地域商業自立促進事業〔全〕　39億円）

　
	（

〔全〕　23億円
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	Ⅱ　雇用施策について

１．雇用・就労対策の充実
（１）若年者に対する雇用対策の充実

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○若者の就職支援　　　　　　　　　　　　〔全〕７１６億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26：〔全〕５６７億円）
　・フリーター・ニート等の安定雇用への支援・職業的自立への支援の強化

　・新卒者等の職業意識の醸成・就職支援の強化、若者応援企業の普及拡大

　・非正規雇用労働者等の雇用の安定への取組促進

　
	〔全〕６９１億円


	ｻﾎﾟｽﾃ事業H26予算はH25補正対応

	（２）女性の就業支援の強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○女性の活躍推進 　　　　　　　　　 〔全〕２４６億円
（Ｈ26：〔全〕１８０億円）
　・女性の活躍推進のための積極的取組の推進

　・女性のライフステージに対応した活躍支援

　・仕事と子育ての両立支援

　・「子育て支援員」研修制度の創設
	〔全〕202億円


	

	（３）障がい者への雇用対策の強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○障がい者等の就労推進　　　　　　　　〔全〕１４４ 億円

　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26：〔全〕１２７ 億円）

　・障がい特性に応じた就労支援の推進等

　・地域就労支援力の強化による職場定着の推進

　・中小企業に重点を置いた支援策の実施
	〔全〕132億円
	

	（４）「高年齢者就業機会確保事業費等
補助金」交付制度の条件緩和
	◆概算要求の状況　厚生労働省

　〔全〕１１７億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26：〔全〕１１３億円）
○高齢者が地域で働くことができる場や社会を支える活動が
できる場の拡大。
	〔全〕１１７億円

	

	（５）地域人づくり事業の継続・拡充
	◆概算要求の状況　厚生労働省

　○地域人づくり事業

　　・事業実施期間：Ｈ26年度末まで

　　　※Ｈ26年度中に開始した事業はＨ27年度末まで

　　　　　　　　　　　　（Ｈ25補正：〔全〕1,020億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（大阪府65.95億円）
	〔全〕０億円
	地域住民生活等緊急支援のための交付金に一部移行

	２．労働環境の向上
（１）ブラック企業への指導・監督の強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省

〔全〕１８億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26：〔全〕１８ 億円）○若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の充実強化

・夜間・休日における労働基準法等に関する無料電話相談、

常設の労働条件相談ダイヤルの設置等

・厚生労働省ホームページにおける労働条件相談ポータルサイトの設置や大学・高校等でのセミナーの全国開催
	〔全〕１８億円

	

	（２）非正規労働者の処遇改善を図るため
の取組みの推進


	◆概算要求の状況　厚生労働省
〔全〕３４６億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ26：〔全〕２１０億円）
○「正社員実現加速プロジェクト」の推進

・非正規雇用労働者の正社員転換や処遇改善に取り組む事業主への支援の拡充
・非正規雇用労働者の能力開発・育成支援　　
	　　　　 〔全〕３２１億円


	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	（３）最低賃金の引き上げ

	◆概算要求の状況　厚生労働省

〔全〕４３億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ26：〔全〕３３億円）
○持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備

　・全ての所得層での賃金上昇と企業収益　　・全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環が持続、拡大されるよう、最低賃金の引き上げに向けた中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援の充実を図る。
	〔全〕    ２９億円

	

	
	◆予算項目以外の状況

・地域別最低賃金（大阪）の引き上げ　819円 ⇒ 838円


	
	

	（４）派遣労働者に対するセーフティ
ネットの強化
	◆概算要求の状況厚生労働省
○労働者派遣制度の見直しの着実な実施等〔全〕　１５億円

　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26；〔全〕　９.２億円）

　・制度の見直しについて、必要な法的措置を講ずるとともに、その円滑かつ着実な実施に向けた対応を行う。
	〔全〕１３億円

	

	（５）ワークライフバランスの実現を図る
取組み強化

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○働き方改革の実現　　　　　　　 　   〔全〕 ４５.３億円

　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ26：〔全〕 ３２.４億円）

　・「朝型」の働き方など過重労働解消に向けた取組の推進

　・労働時間法制の見直し

　・「多様な正社員」の普及・拡大

　・ワーク・ライフ・バランスの推進
	〔全〕４０.１億円


	

	３．職業能力開発制度の充実
（１）訓練手当の所得要件の基準改正
	◆予算項目以外の状況

・厚生労働省において、現時点では訓練手当の所得要件の基準は改正されていない。

	

	（２）離職者等再就職訓練事業等に係る
　　　財源支援
	◆概算要求の状況　厚生労働省

○離職者訓練等の委託事業に従事する府職員人件費を一部負担
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕２.２億円

　　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ26：〔全〕２.２億円）


	〔全〕２.２億円

　　　　大阪府０.０４億円

　　※正規職員人件費１名
	

	（３）ジョブ・カード制度の改善
	◆予算項目以外の状況　厚生労働省
○個人主導のキャリア形成の支援

・ジョブ・カードの抜本的な見直しを行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	

	４．あいりん地域対策の強化
◇　日雇労働者の雇用環境等の改善

◇　東日本大震災の復興等事業に関わる求人の適正化等
	◆予算項目以外の状況

・厚生労働省において、復旧・復興作業などを行う労働者の放射線障害防止のため、「東日本大震災により生じた放射線物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電離放射線障害防止規則」が改正され、適用対象業務が拡大（Ｈ24.7.1）。
・上記規則等に定める被ばく管理を円滑かつ確実に実施するために、Ｈ26.1１月「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン」を改正。

	

	５．ホームレスの人等の就労自立支援等

（１）ホームレスの人等の就労機会の確保・
提供
（２）ホームレス化の予防支援

（３）住居喪失不安定就労者に対する住居
確保の支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省

○ホームレス等就業支援事業　　　　　〔全〕2.６６億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （大阪府０.９億円）
　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ26：〔全〕３.７７億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（大阪府１.２８億円）
※（３）住居喪失不安定就労者に対する住居確保支援事業が

H27年4月からの生活困窮者自立支援法の事業に移行する

などで、予算が減少。
	〔全〕２.６６億円　　　　
（大阪府０.９億円）

	
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備 考

	Ⅲ　国と地方の適正な役割分担について

１．ハローワークの地方自治体への移管


	◆予算項目以外の状況
・広域実施体制（広域連合への丸ごと移管）の実施のための関係法案を閣議決定したが、法案審議には至っていない。
・ハローワーク業務の一部を都道府県の指示で行うことができるハローワーク特区にハローワーク浦和、佐賀の２箇所を選定。
　【事業開始】ハローワーク浦和：Ｈ24.10.29、ハローワーク佐賀：Ｈ24.10.1

・大阪府とハローワークの一体的実施（OSAKAしごとフィールド）を開始： Ｈ25.9.2

・ハローワーク求人情報の都道府県等へのオンライン提供：H26.9.1
	

	２．運輸事業振興対策の推進
	◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る措置はなされていない。
	

	３．都道府県における計量行政のあり方

（１）検査・検定における民間活力の導入
促進

（２）計量教習の実施拡大


	◆予算項目以外の状況
・全国計量行政会議等を通じた地方自治体との意見交換を通じて検討。
・計量行政新人教習（3日間短期教習、Ｈ25年度より）や年2回の計量一般教習入所試験を独立行政法人産業技術総合研究所関西センターにおいても実施（継続予定）。
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
（H26当初：〔全〕  236.8億円


H26補正：〔全〕  1,380億円








○若者サポートステーション事業（上記、若者の就職支援の内数）


　　　　　　　　　　　　　Ｈ27 　 　〔全〕　４９億円　　　　　　　〔全〕３９億円


　　　　　　　　　　　　（Ｈ25補正：〔全〕  ３５ 億円）











1　／　5

